様式第４号（第３条関係）
年　　月　　日
広域振興局長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

住宅宿泊事業実施制限解除に係る認定更新申請書
住宅宿泊事業法施行条例第２条第１項ただし書の規定により、住宅宿泊事業の実施の制限の解除について次のとおり申請します。

	申請住宅の所在地
	

	届出番号
	

	認定番号
	

	住宅宿泊事業法施行条例第２条第１項の表に掲げる区域
	□　学校の敷地の周囲100メートル以内
□　児童福祉施設の敷地の周囲100メートル以内
□　住居専用地域等（　　　　　　　　　　地域）

	住宅宿泊管理業者への委託の有無
	□　有　当該住宅宿泊管理業者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

	
	

	
	□　無

	住宅宿泊事業法施行条例施
	ア又はイ
	□　申請住宅に人を宿泊させる間、住宅宿泊事業者が不在にしない。
□　申請住宅に人を宿泊させる間、住宅宿泊管理業者が不在にしない。

	行規則第２条第１号の要件
	ウ
	生活環境の悪化の発生防止のための体制及び当該生活環境の悪化が発生した場合に速やかに対応できる体制の内容

	
	
	

	
	エ
	住宅宿泊事業法施行規則第８条第２項各号に掲げる事項について、宿泊の予約を受け付ける段階において相手方に説明する方法

	
	
	

	
	オ及びカ
	□　住宅宿泊事業に係る説明実施報告書に記載のとおり。

	備考
	□　個人であって、住宅宿泊事業法第３条第１項又は第４項の届出（以下「届出」という。）又は前回の申請に添付した戸籍謄本、戸籍抄本又は住民票の写しの内容と変更はありません。

□　法人であって、届出又は前回の申請に添付した定款又は寄附行為の写し、登記事項証明書及び役員名簿の内容と変更はありません。


注　次の書類を添付してください。ただし、届出又は前回の申請の際に提出している場合であって、当該届出又は前回の申請に添付した内容から変更がない場合は、備考欄の該当部分にレ印を記入して、添付を省略することができます。
　１　個人の場合は、戸籍謄本、戸籍抄本又は住民票の写し
　２　法人の場合は、定款又は寄附行為の写し、登記事項証明書及び役員名簿（役員の氏名、生年月日、性別及び住所を記載してください。）
（Ａ４）
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名








